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2019年２⽉
大阪市水道局

大阪市工業用水道事業への
公共施設等運営権制度活⽤について

－導入可能性調査の実施－



はじめに
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 ⼤阪市では、昭和初期から、⻄⼤阪地域を中⼼に地盤沈下が激しくなり、台⾵時には⾼潮など
で大きな被害を受けた。

 水道局では、その原因である地下水の汲み上げを抑えるため、1954（昭和29）年に地下⽔の
代替水を供給する目的で工業用水道の給水を開始し、1956（昭和31）年の⼯業⽤⽔法制定に
よる⼯業⽤地下⽔の汲み上げ規制以降、規制区域の拡大に対応しつつ大阪市工業用水道事業
（以下、「本事業」）を実施してきた。

 しかしながら、⽯油ショック以降、社会情勢や産業構造の変化により給⽔量が減少の⼀途を辿
り、その間、施設統廃合等による多様な経営改善策に取り組んできた結果、現在のところ、経
常⿊字を確保した事業運営を⾏っているが、今後とも、市域の産業活動を⽀えるインフラとし
て、その役割を担い続けていくためには、公営企業による現⾏の枠組みから脱却し、⺠間企業
の経営ノウハウや創意工夫を取り込んだ抜本的な経営改革に先手を打って取り組む必要がある
（大阪市水道経営戦略2018－2027（以下、「経営戦略」））。

 ⽔道局では、こうした観点から、経営形態の⾒直しについて検討を進めるため、工業用水道事
業の所管省庁である経済産業省の「⼯業⽤⽔道事業におけるPPP/PFI促進事業（以下、「支援
事業」）」の採択を受け、 2018（平成30）年7月から、本事業への導入可能性調査を実施し
てきたが、このたび、PFI法に基づく公共施設等運営権制度（コンセッション⽅式）（以下、
「運営権制度」）の実現性を確認したので、ここに報告するものである。

 本報告の内容は、現時点で本事業に当該制度を適⽤する場合に想定される事業内容及び条件を
記載しているが、市会におけるご議論や国・関係機関との調整等を踏まえ、制度設計に向けた
詳細な検討を進めていきたい。



2018年３⽉
◆「⼤阪市⽔道経営戦略（2018－2027）」を策定
◆現⾏枠組みにとらわれない「抜本的な経営改⾰」を明記
・⽔道事業への業務委任、上⼯⽔⼀体による管理運営
・官⺠連携⼿法の導⼊

2018年７⽉
◆経済産業省実施の「⽀援事業」に検討対象事業者として採択
◆簡易デューデリジェンス検討（導⼊可能性調査）を実施

2019年１⽉
◆経済産業省選定の⽀援事業受託者（監査法⼈等）から調査内容について、市に報
告・提案
⇒報告・提案に基づき、本資料を作成

2019年３⽉（予定）
◆支援事業受託者（監査法人等）から経済産業省へ報告書提出（後⽇公表予定）

これまでの経過・状況
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公共ノウハウの最⼤発揮と⺠間ノウハウの最大活用

官⺠連携⼿法の導⼊
⺠間発想による事業運営
・収益性の向上
・コスト縮減

水道事業への業務委任
上工⽔⼀体による管理運営
上⼯⽔⼀体での徹底的な効率化

果たすべきミッション

現状

工業用水の安定供給と持続可能な事業経営使 命
社会的役割 地盤沈下対策 産業活動の基盤

厳しい経営環境
・給水収益の減少
・管路の⽼朽化による
更新需要の増大

現⾏枠組みによる
経営の限界

抜本的な経営改革
あるべき姿の構築

経営基盤の強化
・事業全体における
徹底的な効率化
・⺠間発想を⽣かした
収益の確保

経営改善の取組

・事業継続のため、⺠間の得意分野（経営・営業部⾨及び⽔くばり部⾨）に⺠間ノウハウを
最大限活用しつつ、公共の役割（水づくり部門及びモニタリング）を着実に果たす。
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・2018（平成30）年７⽉から、経済産業省の支援事業の採択を受け、官⺠連携⼿法活用に向けた導
入可能性調査を実施し、本事業に最適な官⺠連携手法と考えられる事業スキームの検討や⺠間事業
者の意向調査、ＶＦＭ※の検討・評価などを⾏った。
・本資料は、導⼊可能性調査の結果報告を基に作成する。
※ VFM︓従来⽅式に⽐べ官⺠連携⼿法を導⼊する場合の事業全体の収支差額のこと。

官⺠連携手法の活用に向けた導入可能性調査の実施

大
阪
市
水
道
局

民
間
事
業
者

（
監
査
法
人
等
）

経
済
産
業
省

情報提供
検討案の課題等

課題整理
制度導⼊評価等

業務委託契約

調査報告

主 な 調 査 項 目
事業スキームの検討

（事業範囲、官⺠リスク分担等）
⺠間企業の意向調査
VFMの検討・評価

導入可能性調査
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本資料の構成

 本資料は、地盤沈下対策等の社会的役割を担う本事業の経営安定化に向け、⺠間活⼒の導⼊に
よって運営基盤を強化するため、経済産業省の⽀援事業の採択を受け実施してきたPPP/PFI導
⼊可能性調査の中で、専⾨家とともに確認した官⺠連携⼿法の実現性について報告するもので
ある。なお、各章の末尾には、支援事業における導入可能性調査の検討対象事業者向け結果報
告に基づく⾒解・評価を総括した。

 第１章では、経営戦略での分析等を基に、本事業が抱える経営課題や本事業の持つ強み・機会
を列挙し、課題解決に必要なノウハウを考察した上で、今後の展望として、事業運営全般に対
する⺠間活⼒の導⼊を掲げた。

 第２章では、前章で⽰した⽅向性（⺠間活⼒の導⼊）に基づき、市が⺠間事業者に期待する事
項を整理した上で、「経営の⾃由度を高め、⺠間発想を最⼤限に活⽤する」との観点から、官
⺠連携⼿法の⽐較検討を⾏い、運営権制度が最適手法であると判断した。

 第３章では、運営権制度を導⼊するに当たり、本事業に適した基本スキーム案等を検討し、そ
れに基づく⺠間事業者への意向調査や、VFM等の導入効果の評価を踏まえ、導入実現性に関す
る調査結果を示すとともに、今後の工程案を掲げた。

 以上の内容は、現時点での検討内容であり、今後は、これを基に、市会でのご議論、ご意⾒を
賜りつつ、「公共性の確保」と「経済合理性の確保」にバランスの取れた制度設計を⾏い、官
と⺠の適切な役割分担による業務執⾏体制を構築することにより、お客さまの信頼、安⼼を担
いつつ、工業用水の安定供給と持続可能な事業経営の実現をめざしてまいりたい。
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目 次

第１章 官⺠連携の必要性・・・・・・Ｐ.8~16

本事業の抱える経営課題及び本事業を取り巻く機会と強みを整理し、本事業が必要とするノウハウ
を分析、今後の事業展望について方向性を示す

第２章 官⺠連携手法の導入・・・・・・Ｐ.17~29

⺠間活⼒の導⼊という⽅向性に基づき、市が期待する事項を整理した上で、「経営の⾃由度を高
め、⺠間発想を最⼤限に活用する」ことのできる官⺠連携手法について、比較検討を⾏い、最適と
判断される手法を示す

第３章 運営権制度導⼊の基本スキーム（案）・・・・・・Ｐ.30~41

運営権制度を導⼊するに当たり、本事業に最適と思われる基本スキーム（案）及び今後の工程
（案）を示す

まとめ・・・・・・Ｐ.42~43

本事業がめざす方向性を示す
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■ 本事業の抱える経営課題及び本事業を取り巻く機会と強みを整理し、本事業が必要とする
ノウハウを分析、今後の事業展望について方向性を示す

1-1. 本事業の果たす社会的役割
1-2. 本事業の概要
1-3. これまでの経営効率化の取組
1-4. 経営課題 －給⽔収益の減少と⽼朽化による更新需要の増大
1-5. 本事業の持つ強みと本事業を取り巻く機会
1-6. 課題解決策と必要なノウハウ
1-7. ⺠間活⼒の導入
1-8. 経営課題解決の方向性（本章の総括）

第１章 官⺠連携の必要性

第１章 第２章 第３章
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1-1 本事業の果たす社会的役割 第１章

・本市では、昭和初期からの工業発展に伴って深刻化した地盤沈下への対策として、1954（昭和29）
年に本事業を創設した。1968（昭和43）年、地下⽔から⼯業⽤⽔道への転換（総⽔量約33万㎥/日、
約450工場）を完了したことにより、現在、本市の地盤沈下は沈静化している。
・また、本事業は産業活動を支えるインフラとしての役割も担っており、お客さまからは安定した水
質、豊富な⽔量、低廉な価格、安定供給が期待されている。

工業用水道に対するお客さまの声
（お客さまアンケート及び企業訪問調査による）

上水道や海水等のように塩素や塩分が入ると、製
品や設備に影響がでる。
地下⽔に⽐べ、⽔質や⽔量が常に安定しており満
足している。今後も、引き続き、安定供給をお願
いしたい。
製品製造にとってインフラのコストは重要であり、
今後も低廉な価格での供給をお願いしたい。

＜市内における地盤沈下の経年変化＞

引⽤元）⼤阪市環境局資料より作成

地盤沈下
沈静化

事業創設
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1-2 本事業の概要 第１章

・本事業は、淀川から取⽔した原⽔を東淀川浄⽔場で浄⽔処理し、２つの配⽔場と１つの加圧ポンプ場
を経由して、市内19⾏政区の約340工場（約280社）に工業用水を供給している。

工業用水道事業 水道事業

目的
・水質

地盤沈下対策
塩素処理等なし
（飲⽤不可）

生活用水等
塩素・⾼度浄⽔処理

供給対象 工場・商業施設等
342工場

一般家庭・企業等
給水世帯数
約160万世帯

配⽔管延⻑ 約293 ㎞ 約5,200㎞
給⽔能⼒ 15.1万㎥/日※ 243万㎥/日
年間給⽔量 2,457万㎥ 40,510万㎥

料⾦
責任使⽤⽔量制
責任︓35円/㎥
超過︓70円/㎥

（一般用）
基本料⾦850円/月
従量料⾦（逓増制）
10~358円/㎥

収益的収入 16.4億円 649億円
収益的支出 13.0億円 498億円
経常損益 3.4億円 155億円

＜工業用水道事業と水道事業との比較＞ ＜主要施設の配置図＞

※ 2018（Ｈ30）年４⽉１⽇に変更

2017（H29）年度決算（税抜）
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・1970（昭和45）年にピークとなる１⽇最⼤給⽔量約47万㎥を記録して以降、現在に至るまで、水需
要の⻑期的な減少傾向が続いている。
・施設能⼒は、過去最大で約58万㎥／日を有していたが、水需要の減少に合わせ計７回にわたり、浄水
場を縮小・廃止してきたところであり、現在は15.1万㎥／日となっている。
・給水収益の減少による経営状況の悪化に対し、浄配⽔施設の運転効率化や職員数の削減等の経営改善
を実施してきたことで、2007（平成19）年度以降、経常⿊字を確保しているものの、依然として厳
しい経営状況におかれている。

1-3 これまでの経営効率化の取組 第１章

浄水場等の縮小・廃止
最大 ６浄水場 → 現在 １浄水場
施設能⼒（⽇量）
最大 約58万㎥ → 現在 15.1万㎥

工水メータの自動検針化

水道事業との設備の共同化
排水処理設備、運転監視制御設備 など

職員数の削減
最大 186人 → H30年度 28人

＜これまでの経営効率化の取組＞

企業債残高の削減による負担の軽減
最大 約93.2億円 → H29決算 6.8億円

＜2017（平成29）年度決算状況＞

収益的収支及び資本的収支 貸借対照表
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給水収益

14.2

人件費

2.2

建設

改良費

5.3

その他

2.1

物件費等

6.6

その他

0.4

企業債

償還金

1.5

減価償却費

4.0

支払利息

0.1

0.0

3.0

6.0

9.0

12.0

15.0

18.0

経常収益 経常費用 資本的収入資本的支出

16.4 13.0 0.4 6.8

（単位：億円）

資本的収支不足額
△6.4

損益勘定留保資金等で
全額補てん

当年度純
利益

3.4

固定資定

137.6
資本金

130.4

流動資産

71.7
剰余金

25.3

繰延収益

40.0

固定負債

7.5

流動負債

6.1

資産 負債・資本

負債

53.6

資本

155.7

資産

209.3

（単位：億円）

注）端数処理の関係により数値が合わないことがある



・2008（平成20）年のリーマン・ショック以降の急速な景気悪化の影響や⽔の合理的利⽤の進展に
よって水需要及び給水収益は減少し続けている。今後も中⻑期的に⽔需要・給⽔収益の減少傾向が続
くものと予測している。
・施設面では、約78％の埋設管路が既に法定耐⽤年数40年を超過しているなど、今後も多くの更新需
要が⾒込まれる。また、⽼朽化の進⾏に伴って、道路冠⽔や近隣住宅への浸⽔など都市の⼆次災害を
引き起こしかねない⼤規模な漏⽔事故の発⽣が懸念される。

30.9

23.6 22.4
19.4

17.8

18.8

14.3
13.6

11.5
10.6

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

0

5

10

15

20

2008
H20

2013
H25

2018
H30

2023
H35

2028
H40

単位：百万㎥単位：億円

実使用水量（右軸） 給水収益（左軸）

2032
H44

経営戦略計画期間

予測実績

2018予
H30予

2027
H39

実使用水量（右軸） 給水収益（左軸）

＜実使⽤⽔量及び給水収益の推移＞

1-4 経営課題 －給⽔収益の減少と⽼朽化による更新需要の増大 第１章

＜埋設管路の経過年数割合＞

40年以上
60年未満
【76%】

20年以上
40年未満
【14%】

20年
未満
【8%】

60年以上
【2%】

（管路延⻑293km）
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・本事業は、上⽔道との施設の共⽤化等による効率的な事業運営を推進しており、災害時等に備えて上
水道からのバックアップ体制を整備している。
・また、PPP/PFI手法の導入を加速するために、 2018（平成30）年、内閣府が工業用水道事業を「コ
ンセッション事業等の重点分野」に位置付け、経済産業省もPPP/PFI導⼊促進に向けた⽀援事業を⾏
うなど、国を挙げて官⺠連携を推進している。
・これらに加え、2025年⽇本国際博覧会（⼤阪・関⻄万博）の開催やIRの誘致をはじめ、大阪の都市
魅⼒が今後一層向上していくことで、インフラ施設や都市機能のさらなる充実・強化が進められてお
り、本事業にとっての好機が到来している。

＜夢洲まちづくりをはじめとする⼤阪の都市魅⼒の向上＞

1-5 本事業の持つ強みと本事業を取り巻く機会 第１章

IR（統合型リゾート）

2025年⼤阪・関⻄万博

商業施設やMICE関連施設等
新規需要への期待

大阪経済の活性化

（経済産業省作成）

取水
施設

浄水
施設

配水
施設

配
水
管

お
客
さ
ま
へ

配
水
管

お
客
さ
ま
へ

工業用
水道

≪上水道≫

柴島浄水場の構内に
各施設が隣接
（施設共用化等）

上水道からの
バックアップ
体制

＜効率的な事業運営＞

取水
施設

浄水
施設 配水

施設≪ ≫
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1-6 課題解決策と必要なノウハウ 第１章

経営課題

給水収益の減少

⽼朽化による
更新需要の増大

課題解決に必要なノウハウ課題解決策

コスト縮減
・更新投資の抑制
・固定費の削減

・本事業が抱える経営課題を解決するためには、⽔需要の減少に⻭⽌めをかけて収益性の向上を図り、
さらに、現状の安定供給を維持しながら更新投資額や固定費に関するコスト縮減が不可⽋となる。
・そのためには、大阪の経済動向やお客さまニーズをくみ取り、本事業を取り巻く機会を的確に捉え、
新規顧客を獲得する等の「柔軟かつ⼤胆な経営⼒」及び、適切な維持保全技術により漏⽔未然防⽌を
図りながら更新投資を抑制する等の「新たな発想を形作る技術⼒」が求められる。

収益性の向上
・水需要減少に⻭⽌め
・新たな収益源を創出

柔軟かつ⼤胆な経営⼒
・大阪経済の動向やお客さまニーズをくみ取
る情報収集・分析⼒
・新規需要を開拓する営業⼒や提案⼒
・新サービス、付加価値を生み出す想像性

新たな発想を形作る技術⼒
・先進的な埋設管路の状態監視技術によって
維持管理に特化した管路保全体制を構築
・新発想による更新投資の抑制
・新⼯法、新材料の活⽤による⼯事費圧縮
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1-7 ⺠間活⼒の導入 第１章

公による制約

新技術導入手続きの⻑期化
費用削減や工期短縮に繋がる新技術の活
用について、即応性に乏しい

需要開拓ノウハウの不⾜
企業との接触機会が少なく、情報収集⼒
が不⾜

⼊札契約制度の制約
創意工夫が発揮されにくい仕様発注

附帯事業のハードル
地方公営企業法上、本事業と密接な関
係にある場合等に限られる

民
間
活
力
の
導
入

柔軟性のない料⾦設定
需要家の使⽤状況にあった多様な料⾦設
定が⾏いにくい（硬直的な公平性）

収益性の向上

●多様な料⾦プランによる
水需要の喚起

●新規需要の開拓
●新サービスによる
新たな収入源の確保

コスト縮減

●管路の状態監視保全に
基づく投資財源の重点化

●⾃由度の⾼い契約方式

・公による事業経営のままでは「公による制約」のため、必要なノウハウの獲得が限定される。
・本事業の持つ強みを活かしつつ本事業を取り巻く機会を捉えるためには、「公による制約」を排し、
経営の⾃由度を高め、⺠間発想を最⼤限に活かすことができる官⺠連携手法によって、本事業に⺠間
活⼒を導入し、経営課題の根本的解決に向けた新たな事業形態への転換を図る必要がある。

あるべき姿

公
に
よ
る
経
営

必要なノウハウ

新たな発想を
形作る技術⼒

柔軟かつ大胆な
経営⼒

15



・本事業の事業環境分析を基にした経営課題に対する打開策をまとめた⼤阪市⽔道経営戦略（2018-
2027）につき、導⼊可能性調査で実施する簡易なデューデリジェンスを通じて、以下のような分析
結果及び解決施策を導き出したことの妥当性を確認した。
 本事業の抱える主な経営課題として、給水収益の減少と資産の⽼朽化による更新需要の増⼤が
あり、その課題解決策としては、収益性の向上とコスト縮減を講じることが考えられる。

 ただし、現⾏の公営体制の下で考え得る経営改善方策を実施しても2025（平成37）年度以降の
経常赤字が⾒込まれ、経営改善には限界があると言える。

 本事業の持つ強みを活かすとともに、種々の公の制約を受けずして本事業を取り巻く機会を有
効に活用することのできる、新たな発想に⽴った抜本的な経営改⾰による事業運営基盤の強化
が必要である。

 改⾰の⽅向性としては、これまで進めてきた上⼯⽔連携による効率的な事業運営をより⼀層進
め、スケールメリットの発揮や有事の際のバックアップ体制の強化などを図る。あわせて、工
業用水道の水質や使用用途が産業活動用であるという性質を捉え、官⺠連携⼿法を活⽤し、⺠
間発想による大胆な経営手法を取り入れることが、有効である。

 官⺠連携⼿法の活⽤には、⺠間の活⼒を適切に取り⼊れるとともに、しっかりとモニタリング
していくことにより、サービスの質を保持したまま、より効率的かつ効果的に本事業を実施す
ることが期待されうる。

1-8 経営課題解決の方向性（本章の総括） 第１章
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